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令和３年８月２日現在 

 

中小企業等経営強化法施行規則（平成十一年七月十五日通商産業省令第七十四号）抜粋 

 

（診断及び指導に係る要件） 

第八条 法第六条の経済産業省令で定める要件は、次のとおりとする。 

一 法第二条第三項第二号の新規中小企業者（合併又は分割により設立されたものを除

く。）であって次のいずれかに該当するものであること又は同項第三号の新規中小企

業者（合併又は分割により設立されたものを除く。）であること。 

イ 前事業年度において試験研究費その他中小企業等経営強化法施行令（平成十一年

政令第二百一号）第三条第一項に規定する費用の合計額の同条第二項に規定する収

入金額に対する割合が百分の三を超えるもの又は売上高成長率（前事業年度の売上

高の額（事業年度の期間が一年未満の場合にあっては、当該売上高の額を一年当た

りの額に換算した額。以下同じ。）の前々事業年度の売上高の額に対する割合又は

前事業年度の売上高の額の設立後最初の事業年度の売上高の額に対する割合を設立

後最初の事業年度の次の事業年度から前事業年度までの事業年度の数で乗根して得

た割合をいう。以下同じ。）が百分の百二十五を超えるもの 

ロ 設立の日以後の期間が一年未満の会社であって、常勤の研究者の数が二人以上で

あり、かつ、当該研究者の数の常勤の役員及び従業員の数の合計に対する割合が十

分の一以上であるもの 

ハ 設立の日以後の期間が二年未満の会社であって、常勤の新事業活動従事者（法第

二条第七項に規定する新事業活動に従事する者であって研究者に該当しない者をい

う。以下同じ。）の数が二人以上であり、かつ、当該新事業活動従事者の数の常勤

の役員及び従業員の数の合計に対する割合が十分の一以上であるもの 

二 株式会社であること。 

三 株主グループ（株主の一人並びに当該株主と法人税法施行令（昭和四十年政令第九

十七号）第四条に規定する特殊の関係のある個人及び法人をいう。以下この号におい

て同じ。）のうちその有する株式の総数が、投資を受けた時点において発行済株式の

総数の十分の三以上であるものの有する株式の合計数が、発行済株式の総数の六分の

五を超えない会社であること。ただし、株主グループのうちその有する株式の総数が

最も多いものが、投資を受けた時点において発行済株式の総数の二分の一を超える数
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の株式を有する会社にあっては、当該株主グループの有する株式の総数が、発行済株

式の総数の六分の五を超えない会社であること。 

四 金融商品取引法第二条第十六項に規定する金融商品取引所に上場されている株式又

は同法第六十七条の十一第一項に規定する店頭売買有価証券登録原簿に登録されてい

る株式の発行者である会社以外の会社であること。 

五 次のイ又はロに掲げる会社以外の会社であること。 

イ 発行済株式の総数の二分の一を超える数の株式が同一の大規模法人（資本金の額

若しくは出資の総額が一億円を超える法人又は資本金若しくは出資を有しない法人

のうち常時使用する従業員の数が千人を超える法人をいい、中小企業投資育成株式

会社を除く。以下この号において同じ。）及び当該大規模法人と特殊の関係のある

法人（次の（1）から（3）までに掲げる会社とする。以下この号において同じ。）

の所有に属している会社 

（1） 当該大規模法人が有する他の会社の株式の総数又は出資の金額の合計額が

当該他の会社の発行済株式の総数又は出資金額の二分の一以上に相当する場合に

おける当該他の会社 

（2） 当該大規模法人及びこれと（1）に規定する特殊の関係のある会社が有する

他の会社の株式の総数又は出資の金額の合計額が当該他の会社の発行済株式の総

数又は出資金額の二分の一以上に相当する場合における当該他の会社 

（3） 当該大規模法人並びにこれと（1）及び（2）に規定する特殊の関係のある

会社が有する他の会社の株式の総数又は出資の金額の合計額が当該他の会社の発

行済株式の総数又は出資金額の二分の一以上に相当する場合における当該他の会

社 

ロ イに掲げるもののほか、発行済株式の総数の三分の二以上が大規模法人及び当該

大規模法人と特殊の関係のある法人の所有に属している会社 

六 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和二十三年法律第百二十二

号）第二条第一項に規定する風俗営業又は同条第五項に規定する性風俗関連特殊営業

に該当する事業を行う会社でないこと。 

（平一七経産令五四・追加、平一八経産令六三・平一九経産令二三・平一九経産

令六六・平二八経産令八一・一部改正、令元経産令二〇・旧第三条繰下・一部改

正、令三経産令六五・旧第九条繰上・一部改正） 
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（特定新規中小企業者の確認） 

第九条 新規中小企業者は、前条各号に掲げる要件に該当することについて、当該新規中

小企業者の主たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事（以下単に「都道府県知事」

という。）の確認を受けることができる。 

２ 前項の確認を受けようとする新規中小企業者は、様式第一による申請書一通を都道府

県知事に提出するものとする。 

３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

一 登記事項証明書 

二 申請日の属する事業年度の直前事業年度（以下この条において「基準事業年度」と

いう。）に係る貸借対照表及び損益計算書（設立後最初の事業年度を経過している場

合に限る。） 

三 基準事業年度の直前事業年度又は設立後最初の事業年度から基準事業年度の直前事

業年度までの事業年度に係る貸借対照表及び損益計算書（前条第一号イに掲げるもの

のうち、売上高成長率に係るものに該当するものであることを証する場合に限る。） 

四 申請日における株主名簿 

五 常時使用する従業員数を証する書面 

六 前各号に掲げるもののほか、参考となる書類 

４ 都道府県知事は、第二項の規定による提出を受けたときは、その内容を確認し、当該

提出を受けた日から、原則として一月以内に、申請者である第二項の新規中小企業者に

対して、様式第三による確認書を交付するものとする。 

５ 都道府県知事は、前項の確認をしないときは、申請者である第二項の新規中小企業者

に対して、様式第四によりその旨を通知するものとする。 

６ 都道府県知事は、第四項の確認書を交付したときは、同項の確認書の交付を受けた特

定新規中小企業者の名称、代表者の氏名その他必要と認める事項をインターネットの利

用その他の方法により公表することができる。 

７ 経済産業大臣は、特定新規中小企業者の資金調達の円滑な実施に関して必要があると

認めるときは、都道府県知事に対し、第四項の確認書の交付を受けた特定新規中小企業

者の名称、代表者の氏名その他必要と認める事項に関する情報を求めることができる。 

８ 経済産業大臣は、前項の都道府県知事から情報の提供を受けたときは、第四項の確認

書の交付を受けた特定新規中小企業者の名称、代表者の氏名その他必要と認める事項を

インターネットの利用その他の方法により速やかに公表するものとする。 



4/8 

（平一九経産令二三・全改、平二〇経産令三三・平二八経産令二九・一部改正、令元経産

令二〇・旧第四条繰下・一部改正、令二経産令二六・一部改正、令三経産令六五・旧第十

条繰上） 

 

第十条 新規中小企業者は、前条第一項の確認に加え、第一号又は第二号及び第三号に該

当することについて、都道府県知事の確認を受けることができる。この場合において

は、前条第二項の様式第一による申請書に代えて、様式第二による申請書を都道府県知

事に提出するものとする。 

一 設立の日以後の期間が一年未満の会社（設立後最初の事業年度（以下この条におい

て「設立事業年度」という。）を経過していないものに限る。）であって、事業の将

来における成長発展に向けた事業計画を有するもの 

二 設立の日以後の期間が五年未満の会社であって、設立後の各事業年度に係る営業活

動によるキャッシュ・フロー（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

（昭和三十八年大蔵省令第五十九号）第百十二条第一号に掲げる営業活動によるキャ

ッシュ・フローをいう。）が零未満であるもの 

三 次のいずれかに該当するもの 

イ 設立の日以後の期間が一年未満の会社（設立事業年度を経過しているものに限

る。）であって、前事業年度において試験研究費その他中小企業等経営強化法施行

令第三条第一項に規定する費用の合計額の同条第二項に規定する収入金額に対する

割合が百分の五を超えるもの又は第八条第一項第一号ロ若しくはハに該当するもの 

ロ 設立の日以後の期間が一年以上二年未満の会社であって、前事業年度において試

験研究費その他中小企業等経営強化法施行令第三条第一項に規定する費用の合計額

の同条第二項に規定する収入金額に対する割合が百分の五を超えるもの、売上高成

長率が百分の百二十五を超えるもの又は第八条第一項第一号ハに該当するもの 

ハ 設立の日以後の期間が二年以上三年未満の会社であって、前事業年度において試

験研究費その他中小企業等経営強化法施行令第三条第一項に規定する費用の合計額

の同条第二項に規定する収入金額に対する割合が百分の五を超えるもの又は売上高

成長率が百分の百二十五を超えるもの 

ニ 設立の日以後の期間が三年以上五年未満の会社であって、前事業年度において試

験研究費その他中小企業等経営強化法施行令第三条第一項に規定する費用の合計額

の同条第二項に規定する収入金額に対する割合が百分の五を超えるもの 
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２ 前項の確認の申請は、前条第一項の確認の申請と同時に行わなければならない。この

場合において、次の各号に掲げるものごとに当該各号に定める書類を前条第二項の申請

書に添付するものとする。 

一 前項第一号に該当するものであることを証するもの 

イ 前項第一号に規定する事業計画に係る事業計画書（事業概要、売上高の見込み及

び経営者の略歴が記載されたものに限る。） 

ロ 法人税法（昭和四十年法律第三十四号）第百四十八条第一項に規定する届出書の

写し 

二 前項第二号及び第三号に該当するものであることを証するもの 

イ 設立の日における貸借対照表 

ロ 設立後の各事業年度に係る貸借対照表及び損益計算書 

ハ 設立後の各事業年度に係るキャッシュ・フロー計算書 

ニ 税理士が署名した申請日の属する事業年度の直前事業年度の確定申告書（法人税

法第二条第三十一号に規定する確定申告書をいう。）に添付された法人税法施行規

則（昭和四十年大蔵省令第十二号）第三十四条第二項に規定する別表一の写し及び

同令第三十五条第四号に掲げる事業等の概況に関する書類の写し 

３ 都道府県知事は、第一項の確認をしないときは、同項の確認の申請の日から、原則と

して一月以内に、申請者である第一項の新規中小企業者に対して、様式第五によりその

旨を通知するものとする。 

（平二〇経産令三三・追加、平二五経産令四九・平二八経産令二九・一部改正、令元経産

令二〇・旧第四条の二繰下・一部改正、令二経産令二六・一部改正、令三経産令六五・旧

第十一条繰上・一部改正） 

 

（特定新規中小企業者に係る株式の払込みの確認） 

第十一条 法第七条の規定による確認を受けようとする法第六条に規定する特定新規中小

企業者は、その発行する株式を払込みにより取得した個人ごと（第九条第一項の確認を

受けた特定新規中小企業者が、その発行する株式の払込みの期日又はその期間を複数回

定めた場合にあっては、個人及び当該期日又は当該期間ごと）に、様式第六による申請

書一通を都道府県知事に提出するものとする。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

一 当該特定新規中小企業者（第九条第一項の確認を受けていないもの及び同項の確認
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を受けた後にその主たる事務所を他の都道府県に移転したものに限る。以下この号に

おいて同じ。）が法第六条に規定する要件に該当することを証する書類として次に掲

げる書類 

イ 登記事項証明書 

ロ 基準日（第一項に規定する株式の払込みの期日（払込みの期間を定めた場合にあ

っては、出資の履行をした日）又は当該株式が当該特定新規中小企業者の設立に際

して発行された場合は、その成立の日をいう。以下この条において同じ。）の属す

る事業年度の直前事業年度（以下この条において「基準事業年度」という。）に係

る貸借対照表及び損益計算書（設立後最初の事業年度を経過している場合に限

る。） 

ハ 基準事業年度の直前事業年度又は設立後最初の事業年度から基準事業年度の直前

事業年度までの事業年度に係る貸借対照表及び損益計算書（第八条第一号イに掲げ

るもののうち、売上高成長率に係るものに該当するものであることを証する場合に

限る。） 

ニ 基準日における株主名簿 

ホ 常時使用する従業員数を証する書面 

ヘ イからホまでに掲げるもののほか、参考となる書類 

二 当該特定新規中小企業者（前条第一項の確認を受けたもの（同項の確認を受けた後

にその主たる事務所を他の都道府県に移転していないものに限る。）に限る。）が法

第六条に規定する要件に該当することを証する書類として次に掲げる書類 

イ 第九条第四項の確認書（第一項の規定による確認の申請が行われた日の属する事

業年度において交付されたものであって、基準日以前に交付されたものに限る。） 

ロ 基準日において第八条各号に掲げる特定新規中小企業者の要件に該当する旨の様

式第八による宣言書 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、参考となる書類 

三 前項の特定新規中小企業者により発行される株式を同項の個人が払込みにより取得

したことを証する書類として次に掲げる書類 

イ 当該株式の発行を決議した株主総会の議事録の写し、取締役の決定があったこと

を証する書面、又は取締役会の議事録の写し 

ロ 当該個人が取得した当該株式（会社法第五十八条第一項に規定する設立時募集株

式又は同法第百九十九条第一項に規定する募集株式に限る。）の引受けの申込み又
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はその総数の引受けを行う契約を証する書面 

ハ 会社法第三十四条第一項又は同法第二百八条第一項の規定による払込みがあった

ことを証する書面 

ニ 外部からの投資を受けて事業活動を行うに当たり、個人からの金銭による払込み

を受けて株式を発行するときに、その株式の発行による資金調達を円滑に実施する

ために必要となる投資に関する契約を締結した契約書の写し 

ホ イからニまでに掲げるもののほか、参考となる書類 

３ 第一項の特定新規中小企業者により発行される株式を同項の個人が民法組合等（民法

第六百六十七条第一項に規定する組合契約によって成立する組合又は投資事業有限責任

組合をいう。）を通じて取得した場合にあっては、当該特定新規中小企業者は、前項各

号に掲げる書類（同項第三号ロに掲げるものを除く。）のほか、次に掲げる書類を添付

するものとする。 

一 当該民法組合等の組合契約書の写し 

二 当該民法組合等が取得した当該株式（会社法第五十八条第一項に規定する設立時募

集株式又は同法第百九十九条第一項に規定する募集株式に限る。）の引受けの申込み

又はその総数の引受けを行う契約を証する書面 

三 様式第九による当該民法組合等が民法第六百六十七条第一項に規定する組合契約又

は投資事業有限責任組合契約に関する法律第三条第一項に規定する投資事業有限責任

組合契約によって成立するものである旨を誓約する書面 

４ 都道府県知事は、第一項の規定による提出を受けたときは、その内容を確認し、当該

提出を受けた日から、原則として一月以内に、申請者である第一項の特定新規中小企業

者に対して、同項の個人ごとに様式第十による確認書を交付するものとする。 

５ 都道府県知事は、前項の確認をしないときは、申請者である第一項の特定新規中小企

業者に対して、同項の個人ごとに様式第十一によりその旨を通知するものとする。 

（平一七経産令五四・追加、平一八経産令六三・平一九経産令二三・平二〇経産令三三・

平二八経産令二九・平二八経産令八一・一部改正、令元経産令二〇・旧第五条繰下・一部

改正、令二経産令二六・一部改正、令三経産令六五・旧第十二条繰上・一部改正） 

 

第十二条 特定新規中小企業者（第十条第一項の確認を受けていないものに限る。）は、

前条第一項の確認に加え、第十条第一項第一号又は第二号及び第三号に該当することに

ついて、都道府県知事の確認を受けることができる。この場合においては、前条第一項
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の様式第六による申請書に代えて、様式第七による申請書を都道府県知事に提出するも

のとする。 

２ 第十条第二項及び第三項の規定は、前項の確認の申請について準用する。この場合に

おいて、第十条第二項第一号中「前項第一号」とあるのは「第十条第一項第一号」と、

同項第二号中「前項第二号及び第三号」とあるのは「第十条第一項第二号及び第三号」

と、「申請日」とあるのは「基準日（第十一条第二項第一号ロに規定する基準日をい

う。）」と、同条第三項中「新規中小企業者」とあるのは「特定新規中小企業者」と、

「様式第五」とあるのは「様式第十二」と読み替えるものとする。 

（平二〇経産令三三・追加、平二五経産令四九・平二八経産令二九・一部改正、令元経産

令二〇・旧第五条の二繰下・一部改正、令二経産令二六・一部改正、令三経産令六五・旧

第十三条繰上・一部改正） 

 


